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外部会計情報分析のフレームワーク

ーエージェンシィ理論からの展望―-—

岡部孝好

はしがき

企業に対して直接又は間接に経済利害をもつ人びとは多数にのぼるが，外

部会計情報の分析にあたってこれら多数の主体を視野の中に取り込む場合に

は，伝統論のように，それが特定の意思決定に有用かどうかだけを議論し

て，問題を片づけるわけには行かない。各主体が保有している情報は必ずし

も均等ではないし，利害も一致しているわけではないから，これらの点を明

示的に考慮に入れて，そのうえで会計情報がそれぞれの利害にどのような影

署を与え，どのような相互作用を惹き起すかを厳密に分析してみることが不

可欠である。多数の人の利害が複雑に絡み合っている情況の中で外部会計情

報が利用されているとすれば，それを分析するのに意思決定主体がたったひ

とりしかいない情況ー一単一主体情況 (singleperson setting) —を想定した

り，多数の主体をバラバラに取り上げても，有意義な結果には達しえないと

思われる。

この多主体情況 (multipersonsetting)における会計情報の選択問題は

やや複雑であるが，その検討に対して有益な分析視角と分析用具を提供する

のはエージェンシィ理論 (agencytheory)である。そこで，本稿において

は，この理論の概要を示すとともに，それに基づいて外部会計情報の分析フ

レームワークを構成し，今後の研究方向を探ってみることにしたい。
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この目的のため，まず第I節において，単一主体の意思決定問題を二主体

の契約関係に拡張し，利害の対立や協力関係がなぜ生ずるかを平易に説明す

る。そして第Il節で，契約の形態の選択が両者の協力結果にどう影善する

か，さらに第皿節で，情報の入手可能性がこの契約の選択問題にどう関連し

ているかを，主に農業労働者と地主との契約の例を用いて明らかにする。次

の第w節は，このように自由意志をもつ人びとの契約を中心にみた場合，企

業という協働の組織がどのように理解できるかという問題を取り扱う。これ

らの予備的検討を踏まえて，第V節で，本稿の中心課題である外部会計情報
(1) 

の問題を検討して，その分析フレームワークを提示してみることにしたい。

I ェージェンシイ関係と契約

(1) 環境状態，行動および成果

人が行動 (action,effort)を選ぶ時，その行動から生ずる結果ないし成

果 (payoff,outcome)が100パーセント確実であるのなら， 意思決定は取

るに足りぬ問題になるであろう。特定の行動を選択することによって間遮い

なく希望する結果に達しうる。しかし，人間の知識ないし情報は神のように

完全にはなりえないから，常に予想通りの結果が生ずるようなことは硯実

にはありえない。いかに情報収集に努めても将来の結果を正確に見通すのは

困難で，多かれ少なかれ不確実性 (uncertainty)の作用を受けざるをえな

し‘
゜
この不確実性が存在する情況の下では，いくつかの可能なコースの中から

行動を選択しても，偶然的要素に左右されて結果は一義的には定まらない。

どの結果が生ずるかは，意思決定にのみならず，人の力の及ばない環境状態

ー「自然の状態」 (thestate of nature)と呼ばれる一―ーにも依存しており， ラ

(1) エージェンシィ理論のひとつのアプローチは数理モデル分析であり．本稿もそ

の成果によるところが少なくないが，ここではごく一般的記述にとどめ，その詳

細には立ち入らない。なお，この手法によって分析を進めているわが国の文献と

しては佐藤 (1983,1984)があり，管理会計情報について有益な展望を与えてい

る。
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ンダムに生起する環境要因がどうであるかによって全く異なる結果が実硯さ

れてくる。例えば，農業の場合にしても，作物の収穫量は，種子の選択や灌

水のような人の行動にのみならず，降雨，日照といった気侯の要素によって

も大きく進ってくるであろう。

このように統制可能な行動と統制不能な環境状態との結合的結果として成

果が実現されると考えた場合，決定的に重要になってくるのが事象の生起す

る確率である。どの環境状態が生起するかが不確かな時には，あまり起きそ

うもない事象よりも生起の確率の高い事象の方が意思決定には重要で，確率

が高ければ高いほどその事象の関連性は大きいとみることができる。 そこ

で，経済主体は，行動の選択にあたって状態生起の確率を見積り，これをも

考慮して最も有利な結果に達するよう行動のコースを選択することになる。

ヨリ一般的にいえば，将来的状態についての主観的確率をウェートにして期

待効用を見積り，それを最大にするコースを選ぶのである。

この情況はある単一の個人が自然に働き掛けを行って，最も望ましい結果

を確保する意思決定を意味しており，農業の場合でいえば，将来の天侯の予

測に基づいて，最も稔りが多くなるよう，種子や耕作方法を選ぶというのと

同じである。自然を相手に一人で行う，この一人ゲーム(one-persongame) 

の情況がわれわれの分析の出発点を提供する。

(2) エージェンシィ関係

ある行為の実施を他の人に依頼した時，広い意味での代理人関係が生じる

が， 人と人とのこの関係を指してエージェンシィ関係 (agencyrelation-

ship)という。行為を依頼する人がプリンシパル (principal)で，依頼を受

ける人がエージェント (agent) である。エージェンシイ関係が成立する

と，プリンシバルからエージェントヘ意思決定権限が委譲され，ェージェン

トがプリンシパルの身代りになってプリンシパルの利益のために行動を選択

する。例えば，医者は息者の依頼を，運送業者は荷主の依頼を，また公隠会

計士は会社（の株主）の依頼を受けて意思決定権限を行使し，それぞれ依頼主
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の利益のために「自然の状態」に対して働き掛けを行う。経営者と株主の間

にも，会社内の上司と部下との間にも，これと同じ関係が生じており，不

確実な環境状態の下で，一方が他方の利益のために意思決定を行っている

(Jensen and Meckling, 1976)。

このようなエージェンシイ関係が成立するためには少なくとも二人の経済

主体が必要であり，したがって場面は単一主体情況から二主体情況に移行す

る。プリンシパルは実硯された成果の恩典を享受するが，それをもたらす行

動はエージェントに任せてしまっており，自分ではそれを行わない。せいぜ

い行動の選択方針について依頼時に「注文」をつけうるにすぎない。他方，

エージェントは意思決定権限の委譲を受け，許された裁量の枠の中で自由に

行動を選ぴ，事前の約束にしたがって自分の提供したサービスに対する報酬

を受け取る。

このように，行動，環境状態，成果が異なる主休の間に分割されても，工

ージェントが労力を厭わず，真にプリンシパルの利益のために行動を選ぶの

であれば，両者の間に利害の不一致が生ずることはありえない。エージェン

トがプリンシパルに献身するよう動機づけられていれば， 他の条件が等し

い限り，プリンシパルが自分自身で選択するのと同様の結果に達し， いわ

ゆる動機の非両立性 (incentiveincompatibility)の問題は生じない。とこ

ろが，エージェントに委託された行動は，苦痛，忍耐等いろいろな不効用を

もたらし，さもなければ享受しうるはずのレジャーの機会を失わせる。それ

ゅぇ，ェージェントはできればそれを避けたいと考えているし，またそうで

あるから，自己犠牲的にプリンシパルに奉仕しようとはしない。依頼された

行動が負の効用をもたらすとすれば，プリンシパルの期待がどうであれ，工

ージェントは極力労力を惜しんだり，プリンシパルの利害よりも自分のそれ

を優先させようとするであろう。

このように，ェージェントは労働を避けようとするが，それにもかかわら

ず，彼がプリンシパルの依頼を受諾し，プリンシパルのために行動を選択す

るのは，これに伴う不効用が後に金銭的・非金銭的報酬によって償なわれる
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ことが判っているからである。プリンシパルの依頼に沿って行動した場合に

は報酬が約束されており，これがあるからエージェントは「他人」のために

あえて意思決定を行おうとする。

したがって，契約によって事前に報酬の水準を決めておくことがエージェ

ンシイ関係においてはきわめて重要な意味をもつ。時間の順序からすれば，

成果が実現されるのは行動の後であるし，普通は，ェージェントヘの報酬も

この実硯された成果の中から事後的に支払われる。しかし，ェージェンシイ

関係からすれば，逆に，成果の分配の方法がまず契約で取り決められていな

ければならない (Alchianand Demsetz, 1972)。不効用を伴う意思決定を

エージェントがあえて行うのは報酬の約束があるからであり，これを欠けば

エージェントが行動の動機を失って，協力関係そのものが成り立ちえなくな

ってしまう。

(3) 利害の対立と協力関係

プリンシパルとエージェントとが協力関係を結ぼうとする時，将来のあり

とあらゆる事態を正確に予測したうえで，．それぞれの情況下でのエージェン

トの行動様式を事前に契約の中で指定しておくのは事実上不可能である。ど

れほど詳細な指示を与えようとしても，将来事象が不確実である限り，エー

ジェントに自由裁量の余地を残すことにならざるをえない。この裁量権がエ

ージェントの意思決定権限の基礎になるが，問題はそれがどのように行使さ

れるかである。エージェントが利己的動機に支配されているとすれば， 彼

は，許された範囲内で，常に自分に有利になるように環境状態に働き掛ける

であろう。場合によっては，受託資源を個人消費に振り向けたり，勤勉度を

引き下げたりして，結果的にプリンシパルの利害を損なうかもしれない。し

かし，そうではあっても，努力水準を引き下げれば下げる程エージェントが

有利になるというわけでは必ずしもない。行動は成果に影響を与えるから，

報酬の決め方によっては，自分の行動が自分の取り分に跳ね返ってくること

もありえよう。したがって，事前の報醐の取決めを所与とした場合，こうし
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た報酬への影響をも勘案したうえで，最も有利な行動のコースを選択するの

がエージェントの課題になる。

これに対して，エージェントの労働がどんなに酷しくとも，それはプリン

シパルには何の関係もありえない。行動はエージェントに委託してしまって

いるのだから，プリンシパルの関心事は成果がどれだけ自分の手に残るかだ

けである。しかし，成果の大きさがエージェントの行動に依存する以上，報

酬の与え方を工夫して，エージェントのインセンティヴを確保しなければ十

分な成果をあげることはできない。ねぎらい，ほめ言葉のような非金銭的報

酬を提供したり，金銭的報醜を供与して，エージェントに「ャル気」を起こ

させなければ，プリンシパルの取り分もまた少なくなってしまう。かくし

て，プリンシパルの問題は，エージェントの行動様式を所与として，自分に

最も有利な成果の配分方式，すなわちシェアリング・ルール(sharingrule) 

を選ぶことになる。

エージェンシィ関係においては，エージェントもプリンシパルも自由意志

をもった人間であり，どちらか一方が他方を思い通りに操縦するようなこと

はできない。いずれも合理的経済人として行動し，自己の期待効用を最大に

しようとしている。この前提の下で両者がどういうふうに協力関係を結ぶか

がエージェンシィ理論の中心的な課題をなすが，その際に重要になるのがシ

ェアリング・ルールの形である。それは市場における交渉過程で決められ，

当事者の間で約定されるが，それがどう指定されるかによって結果は大幅に

遮ってくる。この契約内容が危険の分担関係 (risksharing relationship) 

とエージェントのインセンティヴに影響を与え，両者の協力関係の在り方を

決めるのである。

Il 危険の分担関係とインセンティヴ問題

(1) シェアクロッピング契約と危険の分担

以上の検討からも明らかなように，エージェンシイ関係においては，利害

の異なる人びとを結びつけるのは契約であるから，その選択問題がきわめて
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重要になる。資源がどのように配分されるかは契約によって決められるし，

また当事者の間でどう危険が分担されるかも結局は契約内容に依存する。

契約が果たすいろいろな機能の中で，さしあたってわれわれの関心を惹＜

問題は危険の配分問題である。リスクが人にとって好ましいものではないと

すれば，そしてこの危険に対する態度が人によって異なるとすれば，人ぴと

の間にそれをどう配分するかが重要な課題をなす。リスクの回避度の大きい

人に多量の危険を負担させたり，反対にリスクを愛好する人の負担を軽減し

たりする契約は，一般的にいって，よいとはいえない。それよりも，それぞ

れのリスクに対する態度に応じて，それを最適に配分する契約の方が当事者

の厚生を改善するに遮いない。

この問題の輪廓を明らかにするため，農地の所有者と農業労働者の契約の

ケースを考えてみることにしよう。周知のように，農業は洪水，旱魃といっ

た自然の脅威に常にさらされていて，収穫の量は天侯によってはなはだしく

異なる。天の恵みによって豊かな収穫がもたらされることもあるが，不運な

場合には何の収穫もえられず，飢饉といった悲劇的結果になることも全くな

いではない。しかし，そうであるにもかかわらず，この大きなリスクは人の

カではいかんともし難いから，古くからいろいろな危険分担の方法が工夫さ

れ，また利用されてきた。危険そのものを引き下げえない場合にどうすれば

よいかを，賢明な農民達はよく知っていたのである。

農業の生産要素が土地と労働だけで，それぞれの所有者が異なるとしよ

う。この場合において，両者が危険を分け合う方法には数限りない多様性が

ありうるが，主要な形態としては，次の三つが存在する。

(i) 地主が労働者を雇傭して，定額の賃金を支払う一賃金契約（Wage

contract)。この場合， リスクはすべて地主に吸収されてしまい， 労働者は

その負担から免がれる。収穫の多寡はすぺて地主に帰し，労働者は一定の所

得を保証される。この契約においては，通常は賃金を低めに定めることによ

って地主が危険負担料をとることに注意しよう。

(ii) 労働者が農地を雇傭（借地）して，定額の地代を支払う一ーリース契
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約 (leasecontract)。この場合， その多寡にかかわりなく， 収穫物は労働

者に帰し，地主は一定の所得を保証される。すなわち， リスクはすべて労働

者によって負担され，地主はそれから解放される。したがって，危険負担料

は労働者がとることになろう。

(iii) 労働者が土地の管理を行い，収穫物を一定の割合で両者の間で分け

合う一―ーシェアクロッピング契約 (sharecroppingcontract)。 この場合，

リスクは地主と労働者の間で分割され，一定の比率でその分担が行われる。

収穫が多い時にはともに豊になるが，凶作の時には「不運を分ち合う」こと

になる。

ここにおいて大切なことは，いずれがいずれを雇傭するかということでは

ない。どの契約においても農地と労働が結合されており，この点において基
(2) 

本的な差異はない。しかし，成果の分配方法には大きな遮いがあり，これに

応じてリスクの帰属が全く異なっている。生産要素の所有者間において収穫

物を配分する方法が遮うにすぎないが，この進いがリスクの負担開係に大き

な影春を与えているのである。

これらの契約方式の中で単純で，取引費用 (transactioncosts)が安くて

すむのはおそらくは (i)と (ii)であろう。これらの場合には，契約の当事

者のいずれか一方が自己の責任において農地を管理し，収穫の後に事前の取

決め遥りの支払いをすればよい。これに対して (iii)の場合には，何をどの

ように栽培するか共同して決定しなければならないから，交渉と管理に多く

の費用が発生するであろう。そのうえ，収穫量を確認する等，契約の履行の

費用も追加的に支払わなければならない。リスクは分散されるが，契約の締

結と履行のプロセスは複雑になって，取引費用は高くつくと考えられる。し

かし，そうであるにもかかわらず，現実においては，（i)と (ii)は稀にしか

利用されず，一般にはむしろ，いろいろなタイプのシェアクロッピング契約

(2) いずれも農地と士地を結合している点で同じであるから，形式的にはどれを選

んでも効率に影善はないと考えられる (Cheung,1969)。しかし，そうであるに

もかかわらず，実際には途う結果が生ずるのである。
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が選択されている。その理由としてまず考えられるのは， リスクの分散によ

る利益が取引費用の増加を十分に償い，なお余りあるという点である。契約

の当事者の双方が危険回避的であるとすれば，いずれか一方がリスクを吸収

してしまうよりも，それぞれの回避度に応じてそれを分担し合った方がよい

結果になると思われる (Cheung,1968)。

このように，シェアクロッピング契約は，契約の当事者がそれぞれの負担

能力に応じて危険を分担し合うのに有益であるが，このビニフィットは危険

の程度が大きい程大きいとみてよいであろう。したがって，作物の種類によ

って契約のコストがあまり遮わないとすれば， リスクの小さい作物よりも大

きい作物の方にシェアクロッピング契約が利用されることになりやすい。チ

ュンはこの点を実証している (Cheung,1970)が， それによれば， 危険の

大きい台湾小麦の場合とヨリ少ない稲作の場合を較べると，明らかに前者の

方にシ三アクロッピング契約が多くなっている。 リスクが高い程シェアクロ

ッビング契約を利用して，危険を分担し合う利益が大きくなるのである。

(2) 道徳的陥穿の問題

このように，人びとが危険を避けようとする場合，契約により危険を配分

してその負担の分散を図ることは当事者の厚生を改善するのに役立つ。しか

し，それは往々にしてインセンティヴにはマイナスの効果を与え，協力関係

に悪い影善を及ぼす。このことは，例えば，保険会社が危険を全部引き受け

てしまうと，被保険者が損害防止努力を怠って，消化器の点検を放置したり

鍵を掛け忘れたりしがちになるのと同じである。リスクの完全な吸収は，損

害の発生を避けようとする動機を薄弱にするばかりか，悪くすると，故意に

事故を創出する動機をも醸成しかねない。危険の移転によって人の行動誘因

が変わり，道徳的危険とか道徳的陥穿 (moralhazard) と呼ばれる硯象が
(3) 

惹き起こされるのである。保険会社は，たとえ危険配分の見地からは望まし

(3) 道徳的陥穿といえば極端な犯罪行為を連想しがちであるが，必ずしもそうでな

い。それはごく日常的な微罪を含み，緊張の弛みから生ずるあらゆる不効率を意
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くないとしても，免責控除 (deductible) や協同保険 (coinsurance) 等に

よって損害の一部を被保険者にも負担させようとすることが多いが， それ

は，こうしたインセンティヴヘの悪い影響を防止するための工夫にほかなら

ない。

先の地主と労働者の契約の場合でいえば，．リース契約は，このようなイン

センティヴの問題を惹き起こさない反面において、，労働者に過大な危険を賦

課するという問題を残す。盟作の時には労働者は多量の収穫物を自分のもの

にすることができても，凶作の時には悲惨な生活を強いられるであろう。し

かし，そうだからといって，賃金契約を結んで地主が全部のリスクを引き受

けてしまうと，労働者の動労意慾が低下して思わしい収穫があがらないとい

う問題が生じうる。収穫がどうであれ，彼は確定所得を保証されているのだ

から，地主の強制がなければ，十分に深く耕さなかったり，瀧水を怠ったり

することになりやすい。そこで，この道徳的陥穿の問題を避けるため，出来

高給等，シェアクロッピング型の契約を締結して，労働者にもリスクの一部

を負担させる方法がよく利用される。危険を嫌う労働者にリスクを賦課する

のは，危険配分の見地からは最適なこととはいえないが，労働者のインセン

ティヴを確保するにはこのような手立てがどうしても必要なのである。取引

費用が高いにもかかわらず，シェアクロッピング契約が広く利用されるもう

味している。それゆえ，これが一般化すると，節約の代わりに浪費が，勤勉の代

わりに怠慢が支配して，市場や組織は失敗することになりやすい(Arrow,1974)。
この道徳的陥奔は，見方を変えると，経済活動に伴う費用とも解釈できる。デ

ムゼッツも次のように述べて，費用としての理解を示している。「遣徳的陥穿は

保険を創り出すための関連費用である。それは，雇主が監視してない時に人が怠

けたがる傾向から生ずる費用と少しも道わない。怠惰とレジャーに対する人の選

妊が節約さるべき費用であるのと同様に，道徳的陥奔もリスク節減と移転にあた

って節約されなければならない。」 (Demsetz,1969, p. 7) またゼンセン・メ

ックリング (Jensenand Meckling, 1976) もそれをエージェンシイ・コスト

(agency cost) と費用面から定義し直し，経済分析を加えている。このような

理解に立てば，道徳的陥奔の問題に対して取引費用のアプローチからも接近でき

るであろう。
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(4) 

ひとつの理由はここにある。

契約の当事者のいずれかが危険回避的ある限り，危険の最適な配分は重

要な意味をもつが，特殊な情況を除けば，この課題とエージェントのインセ

ンティヴを確保することとは両立しえない。道徳的陥穿を抑制するには，ぁ

る程度まで危険の分散による利益を犠牲にしてインセンティヴを提供しなけ

ればならない。かくして，現実においては，これらの両立しえない二つの目

標の間でいかに「折り合い」をつけるかという点に問題は絞られてくる。

「リスク拡散の推進と適切なインセンティヴの提供という対立する目標の間

において最適なトレード・オフ」 (Spenceand Zeckhauser, 1970, p. 385) 
(5) 

を図ることが問題の中心をなすのである。

IlI 情報格差と情報システム

(1) 契約の履行と情報の入手可能性

どのような契約を締結する場合でも，契約の履行の見通しは常に重要な要

素になりうる。合意したことが全然履行されないのでは，何を取り決めても

意味をなさないし，履行を迫るのに多額の費用がかかるようでも契約の意義

は薄くなるであろう。履行費用 (enforcementcosts) は取引費用の重要な

一部であり，それがあまりに高ければ取引が阻害され，市場は失敗してしま

(4) モデル分析の結果もこのことを確認している。エージェントが危険回避的であ

れば， リース契約はあまりに大きな危険をエージ三ントに課すし，賃金契約はイ

ンセンティヴに悪影響を与える。そこで，パレート最適契約は，一般に，エージ

ェントの取り分をある程度まで成果の大きさに依存させる形のものにならざるを

えないといわれる (Harrisand Raviv, 1979; Shavell, 1979)。

(5) 後にも述べるように，事後情報が完全であれば，これら二つは一致していわゆ

る最善解がえられることが判っている。この点についてロスは次のように述べて

いる。「実際，プリンシパルの問題に対する最適解は， エージェントによって引

き起こされる，報酬から行動へのマッビングがプリンシパルに完全に知られるこ

とを意味している。かかる場合には，プリンシバルはある特定の行動をとるよう

エージェントに単に指示するだけでよいと考えられる。だが，困難はエージェン

トの選ぶ行動をモニクーする際に生ずる。」（Ross,1973, p. 138) 
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う。取引相手に信頼がおける時にのみ契約は円滑に成立するが，この信頼性

の評価は，将来の履行が安く確実に行われるかどうかの見込にかかっている

のである。

このように契約の締結だけでなくその履行の側面をも考慮にいれると，契

約と情報が深くかかわり合っている事実が明らかになってくる。どのような

契約でも，取り決めたことが本当に起ったかどうか判らないのでは，それを

実行に移すのは困難で，結局は履行されずに終わることになりやすい。シニ'

アクロッピング契約の場合でも，実際の収穫量が不明では，契約通りの比率

でそれを分配しようとしても，その手掛りがないことになってしまう。しか

も，利害が対立するという前提の下では，この情報の入手可能性は当事者の

双方になければならないことは明白である。たとえ一方が知っていても，他

方が確駆できないのであれば，忠実な履行かどうか判別しえず，契約通りの

履行を迫ることはできないであろう。契約条項が遵守されるためには，履行

の時点において，当事者の双方に閲連情報が入手可能だという条件がまず必

要であり，この条件が満たされなければ契約の履行は保証されていないと考

えなければならない。

エージェンシィ関係にあっては，契約の履行にかかわるこの事後情報に限

っても，情報構造は非対称的で，エージェントはプリンシパルより情報優位

にあるのが一般である。地主と労働者との関係においても，どのように意思

決定を行い，どういう環境の下でどのような農作業をしたか，そして収穫を

どれだけえたか，労働者はよく知っているであろう。行動を選択するのはエ

ージェントであるから，彼は実視成果についてのみならず，実際に生起した

環境状態や自分自身の行動に関しても豊富な情報をもっているとみなすこと

ができる。これに対して，エージェントには自明のことでもプリンシパルに

はよく判らないことが多いし，たとえ監視していたとしても，環境状態の推

移やエージェントの行動を完全に掌握するのは困難であろう。かくして，こ

の形の情報格差が存在する場合には，両者の間で締結しうる契約は，どうし

ても情報劣位にあるプリンシバルの入手しうる情報に制約されざるをえな
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い。情報のヨリ少ない方の情報の入手可能性が契約の選択の範囲を画してし

まうのである。

(2) モニタリング機構

いま仮に，プリンパルもまた，エージェントと同様，事後的に完全情報を

入手しうるとすれば，エージェントがどういう情況でどういう行動をとった

かはプリンシパルには明白だから，事前にエージェントのとるべき行動を契

約の中で指定しておき，報酬の支払額の調整によってエージェントの行動を

望ましい方向へ誘導することが可能であろう。その行動がプリンシパルの指

定通りであった時には賞を，指定に反していた時にはペナルティを賦与すれ

ば，エージェントは取決め通りに行動を選ぶに遮いない。もしそうであれ

ば，その限りで，道徳的陥穿は抑制され，利害の対立は緩和されると考えら
(6) 

れる。しかし，既に述べたように，プリンシパルとエージニントの間には情

報格差があって，このような結果を導くことは事実上不可能なのである。

環境情報，エージェントの行動情報，成果情報の三つに分けて考えた場

合，プリンシパルがどの情報も入手しえないとすれば，これが制約となっ

て，ごく限られた形の契約しか選択しえないことは明らかである。成果の

事後情報さえないとすれば，履行が保証されないために，シェアクロッピン

グ型の契約を結んで， リスクを分担すること自体が困難になってくる。実現

成果を確認しえないという情況の下でリスクの分担契約を結ぶというのは，

電話でボーカーをするのと同じことであり，ゲーム自体が成り立ちえない。

このような場合には，賃金契約かリース契約によって危険の分担を断念する

(6) このことはエージェントとプリンシバルが最適な危険分担関係を確保しつつィ

ンセンティヴヘの悪影響を回避しうることを意味するから，問題は理想的な形で

解決される。エージェントのみならずプリンシバルも完全梢報をもつ時にはいわ

ゆる履行強制契約 (forcingcontract)が利用でき，＇したがってインセンティヴ

を確保するためにリスクの最適分散を犠牲にする必要はない (Ross,1973)。注5

も参照されたい。
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(7) 

よりほかはないであろう。

たとえ成果の完全情報がプリンシパル側に利用可能な時でも，理想的な形

で契約を締結しうるというわけでは必ずしもない。既述のように，環境状態

の生起は不確実で，ある行動がとられても，環境状態によっていろいろな成

果が実現されてくるから，エージェントがどういう行動を選んだかプリンシ

パルには判らないとすれば，その成果は環境要因と行動要因のいずれによる

のか明確には判別しえず，エージェントに指示通りの行動をとらせることは

困難になろう。地主が監督できない時には，収穫が悪くとも，それは環境要

因によるケースと労働者の行動要因によるケースの二つがありえ，したがっ

て労働者がそれを気侯の要因に帰して，約束通りの報醜を受け取っても，地

主はそれに対抗することはできない。

したがって，エージェントの行為を事後的に把握できるかどうかは重要な

ボイントのひとつになる。この完全情報が入手できれば，エージェントの行

動が依頼通りかどうか識別可能であり，契約の条項に反していたなら何ら

かの方法で是正を求めることができよう。モニクリング機構 (monitoring

mechanism)が完全で，・エージェントの行動が事後的に明白になるとすれ

ば，契約の締結とその履行にあまり大きな問題は生じないと考えられる。し

かし，現実においては，いかなるモニクリング機構も完全は期し難いし，

たとえ技術的には可能であっても，完全にするには禁止的費用がかかること

が多い。このためエージェントの行動情報はプリンシパルには不完全である
(8) 

のが普通で，このため道徳的陥穿の完全な抑止は至難になるのである。

(7) 実際のシェアクロッピング契約の中にはしばしば収穫量の検分の取決めが含ま

れているといわれる (Cheung,1969)が，それは契約の履行を保証するための

重要な条項であったのである。 ， 

(8) 道徳的陥穿の問題は当初はどちらかといえば危険の分散から派生する問題と考

えられ，情報の問題として真正面からは取り上げられていなかった。しかし，上

の検討からも明らかなように，この問題の核心はむしろ情報の遍在にある。それ

だから，最近になって，論者の関心が情報構造の方へ移ってきたとしても，それ

は当然の成行きといわなければならない。
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環境情報は意思決定の後では全く無関連であるようにみえる。しかし，他

の情報が入手しえない場合には必ずしもそうではない。成果情報と行動情報

がともに完全であれば， もちろん環境情報が必要になるようなことはありえ

ないが，いずれの情報も到底完全にはなりえないから，それを補完する意味

において環境情報の役割が生ずることも考えられる。例えば，地主が労働者

の行動を見張ることができない時でも，気侯状態についての事後情報があれ

ば，貧弱な収穫の原因はおよその察しがつくであろう。環境状態についての

情報がモニクリング機構の不完全さを補完しうる場合は決して少なくはない
(9) 

のである。

(3) 情報システムと機会主義的行動

当事者が取り決めうる契約は入手しうる情報に制約されるが，この情報の

入手可能性はある程度まで情報システムヘの投資によるとみることができ

る。情報は情報システムによって生産されるのであり，情報システムを改善

すれば，これによってプリンシバル側の情報量は進ってくるであろう。した

がって，情報システムの観点からすれば，それへの投資が契約の内容にどの

ような影響を与えるかを分析する課題が浮かび上がってくる。情報システム

の選択が危険分担関係とインセンティヴに影響を及ぼすとすれば，これらの

作用様式を検討することは重要な意味をもつであろう。

どのような情報システムから産出されるものであれ， メッセージが100バ

ーセント正確に経験事象を表硯するようなことはありえない。情報システム

は確率的にしか有益な情報をもたらさないであろうし，またその信頼性も場

合によってまちまちである。実際の契約において利用できるのは，せいぜい

この不完全情報ないし部分情報にすぎず，完全情報ではない。それだから，

(9) この点に関して有益な概観をしているのはハリス・ラヴィヴ (Harrisand 

Raviv, 1979)である。彼等は，他の多くの論者がそうであるように，成果につ

いては両者に完全情報が入手できると仮定し，その場合における行動情報と躁境

情報の意義について検討を加えている。
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契約の当事者は，伝えられるメッセージが真実の情報ではない可能性を常に

考慮に入れて，そのうえで契約を選択しなければならないことになってく

る。情報システムから真実の情報が伝達される確率を見積り，この評価を契

約襲係の中に織り込んで行く必要があるのである。

この事情を更に複雑にするのが，情報移転のインセンティダの問題であ

る。契約の当事者が利己心に忠実だとすれば，たとえ技術的には可能であっ

ても，エージェントが常に真実を報告するとは期待しえないであろう。伝え

る情報によって異なる経済的影響が生ずる以上，自分に最も有利になるよう，

計算して情報を移転すると考えた方が自然である。エージェントは必ずしも

真実な報告のインセンティヴをもっているわけではないから．，場合によって

は機会主義的行動 (opportunitism)に出て， 選択的に情報を流したり， 全
(10) 

＜虚偽の情報を伝達する可能性が存在する。シェアクロッピング契約の場合

でも，収穫量を歪めるために，不在地主の代理人にワイロが支払われた例は

決して少なくなかったのである (Cheung,1969)。

情報システムは投資によって改善できるが，いかに投資したとしても，技

術水準に制約されて，実際には完全情報はえられない。そのうえ，機会主義

的行動の危険にさらされていて，情報移転のインセンティヴを提供しなけれ

ば情報格差が縮小しないというもうひとつの硯実問題がある。したがって，

情報システムの分析にあたっては，これらの点も考慮にいれて，契約の様式

を検討することが重要になるであろう。ヨリよい危険分担関係がもたらされ

たり，インセンティヴの悪影響が緩和されたりするとすれば，投資は十分償

われるかもしれない。しかし，そうでない場合もあるであろう。 したがっ

て，情報システムの費用をも勘案したうえで，当事者の厚生に与えるこれら

の影響をいろいろな角度から検討してみることが情報分析の重要な課題にな

ってくる。

(10) この点については Williamson(1975)，岡部 (1983a)をみられたい。



34(34) 第 29巻第 1 号

w 哭約と企業組織

(1) 契約のネクサス

エージェンシィ理論にあってはエージェントもプリンシパルもともに独立

の人間であるから，合意ないし契約による以外に互いが協力し合う方法はな

い。それぞれが自分の利害得失を秤量して，双方が有利と判断したときにの

み協力関係が成立する。

企業というのはひとつの協働の組織体であるが，それが成り立つのは生産

要素の所有者達がバラバラに市場で行動するよりも，協力し合ったほうが有

利になるという事実による。散在する諸要素を結合していわゆるチーム生産

を行えば，分業による利益のほかに「チーム生産の利益」ともいうべき協働

の利益が生じ，このため個人で行動するより競争上優位に立つことができ

る。そこで，生産要素の所有者達は，それぞれが所有する要素を企業に提供

して，協同して生産にあたることになる (Alchianand Demsetz, 1972)。

このようにして所有者達が企業に生産要素を提供する場合，それを全面的

に引き渡してしまうと，取引は完結して，持続的協力関係は成り立ちえな

い。私有財産権 (privateproperty right) にはいろいろな内容がありうる

が，その主要なものは所有の権利 (rightto possess) とそれから派生する

使用の権利 (rightto use) であり，前者の所有権を完全に相手側に譲渡す

ると，それと同時に使用権も移転し，人と人との関係はその時点で終了して

しまう。人びとの協力関係を継続させるためには，財産権を全部引き渡さ

ず，何等かの形でそれを部分的に留保しておかなければならない。いい換え

ると，全面的な財産権の移転 (outrighttransfer)の代りに部分的な移転

(partial transfer)が行われるから， これによって企業という組織におい

て人びとの協力関係が維持されるのである。企業に対して労働者は労働サー

ビスを，株主や銀行は資金を，供給先やリース会社は原材料や設備をそれぞ

れ提供するが，これらの生産要素の所有者はいろいろな程度において財産権

の部分的な移転を行っているだけであって，全面的移転をしているわけでは
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ない (Cheung,1969)。そうであるから，彼等は取引の後でなおも部分的に

権利を留保していて，企業とかかわりをもち続ける結果になるのである。

生産要素の所有者が財産権の一部をどの程度まで相手側に引き渡すかは契

約によって異なり，厳格な制限付きの場合から無制限な場合まで大きなヴェ

リエーションがありうる。財産権に加えられるこの拘束の強弱が意思決定権

限の大小につながり，拘束が小さい程経営者の意思決定の自由度は大きいと

考えられる。

このように各生産要素が究極的にはその提供者の所有に帰し，使用の権利

が委譲されるにすぎないとすれば，このことは，企業は何も所有しないとい

うことを意味するので！まないであろうか。労働は労働者のもの，資金は株主

や銀行のもの，原料や設備は供給先やリース会社のものだとすれば，企業の

中には何もないことになるであろう。実際，エージェンシィ理論にあって

は，企業というのは人と人との協力のシステムであり，モノやカネの集りで

はない。人びとの関係を取り結ぶ契約の集りこそが企業であり，物的，資金

的にば企業の中はカラ (empty)である。エージェンシィ理論において，企

業が「契約のネクサス」 (nexu_sof contracts) と呼ばれるのはこのためな

のである (Jensenand Mecklitig, 1976)。

企業という名の契約のネクサスの中核には経営者が存在するが，彼等も経

営労働サービスというひとつの生産要素の提供者である (Fama,1980)。彼

等は他のすべての要素提供者と交渉し，契約を取り結び，これを通じて生産

要素を適切に組み合わせる。いろいろな所有者の下に分散されていた諸要素

はこうしてチームに集められ，この結果としてチームの生産の利益が生まれ

る。一般に，経営者の職務は意思決定にあるといわれるが，このような見方

からすれば，それは契約によって生産要素の所有者の協力を取りつけ，更に

はそれを履行して行くことにほかならない。

古典的企業モデルとは異なり，この場合にあっては，企業組織は例えば利

潤最大化といった単一の目的には統合されていない。企業の成員の運命はあ

る程度までチームの成否に依存しており，したがって共通の利害もないわけ
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ではない。しかし，彼等は利害関係によって企業につなぎとめられているの

だから，皆がただひとつの組織目標に向かって行動するようなことはありえ

ない。各成員はそれぞれ個人的動機に基づいて行動しており，単一の意思

に支配されてはいないのである。 そして， この企業の中には「内部市場」

.(internal market)ともいうべきものが存在しうるが，各成員は，外部市場

でそうするように，内部市場においても競争し，交渉し，取引をしていると

みることができる。企業組織は「高度に特殊化された市場代用物」 (Alchii!-n

and Demsets, 1972, p. 793.）であって，その「行動」というのは， ちょう

ど市場の行動がそうであるように，その内部での複雑な衰きの外面的な硯れ

でしかない。伝統的なモデルのように，企業は自己の意思で行動するわけで

はなく，その内部に複雑な利害調整のメカニズムを備えた人の集まりなので

ある。ゼンセンも次のように述べて，組織の行動と人の行動との遮いを強調

している。

「契約のネクサスという組織の見方はまた組織をあたかも人であるかのように取り

扱う傾向を取り除くのに役立つ。組織は選好をもってはいないし，われわれが人に

あてがうような意味において意識的で合理的に組織は選択するわけではない。•••…

組織の行動は複雑な契約システムの均衡的行動であり，多様で相対立する目的をも

ち，かつ最大化を図るエージェントからなっている。この意味で組織の行動は市場

の均衡的行動に似ている。われわれは鉄鋼市場や小麦市場を選好や動機をもつもの

として特徴づけたり，あるいは個人のように選択を行うものとして特徴づけたりす

る.,..とは稀であるが，ゼネラル・モ タ ，ピート，マーウィック，ミッチェル・

アンド・カンパニー等についてはこの誤りがごく普通に犯されている。」 (Jensen, 

1983, p. 327) 

(2) 企業組織における契約

さて，企業組織をこのように理解すると，問題の中心は契約であり，その

分析がいかに重要であるか判ってくるであろう。いかに大組織であっても，

その基本単位は契約なのだから，個々の契約の構造を解明することなしに，

企業やその会計情報システムを正しく理解することはできない。

このようにして，企業に対する生産諸要素の提供者や顧客との関係に注目
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すると，まずそれぞれの契約がシェアクロッピング契約に似た構造になって

いることに気づく。この点は，・次のような具体例をあげれば，いっそうはっ

きりするであろう。

(i) 賃金形態には大きな多様性があるが，通常は，固定給と出来高給と

の組合せからなっており，退職金，ポーナス，フリンジ・ビニフィット等を

考慮にいれると，純粋の「賃金契約」の方がむしろ稀である。

(ii) 経営者への報酬も．シェアクロッピング契約にきわめてよく似てお

り，インセンティヴ・プラン，ストック・オプション等複刺甘ょ構造をとって

いても，内容は「出来高給」的になっている場合がほとんどである。

(iii) 供給先または販売先との契約においては，現金による支払いが行わ

れる限り，財産権が全面的に移転されているといえるが，現実には持続的関

係の中でいろいろな形の危険の分担が行われているのが普通である。例え

ば，財・用役の受渡しの場合でも，それらに欠陥があると判った時には製品

保証や返品の条項によってリスクの帰属が異なる。仕入，販売のようなケー

スでも，アフクー・サービスなどの形で関係が持続していて，取引条件によ

って売手と買手の危険負担は異なっているのである。コスト・プラス・コン

トラクト型の契約が結ばれていれば，賃金契約かリース契約のいずれかが選

ばれていることになるが，実際には，基準以上の原価超過分を売手側で負担

する等，インセンティヴ問題に対処するためのいろいろな付加的条項がつけ
(ll) 

られていることが多い。

(iv) 設備等のリースにおいても，完全な形のリース契約は少なく，何ら

かの形でリース料がアウトプットに結ぴつけられている例が多い。また陳腐

化，故障，事故等の場合の危険の負担も契約によってまちまちである。

(11) 特にわが国においては，下請会社や系列会社との間で複雑な黙示的契約が結ば

れていて，例えば買取保証や技術援助のような「貸借対照表外」 (off balance 

sheet)の協力体制が組まれていることが多い。これは一般にリスクを分散する

ための「保険の掛合い」の機構といわれており，単なる財的または資金的なつな

がりではない。すなわち，シェアクロッピング契約型の黙示的契約を通じてそれ

ぞれの危険を互いに分担し合っているのである。
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(V) 証書，手形，社債等の確定利付証券による資金調達の場合も， 純粋

なリース契約ではない。確定利付証券の保有者も全くリスクを負担しないわ

けでなく，ディフォルトの危険等リスクの一部を分担する。

(vi) このような種々の契約はいずれもリスクの負担を一部に限定する形

をとっており，したがって企業には残余のリスクが存在する。この残存する

すべてのリスクを背負うのが資金提供者の株主である。彼等は企業の所有者

というよりもむしろ最終的危険負担者であり，他の企業成員に分担させえな

かったリスクを全部吸収する。有限責任制を前提にしても，このリスクは非

常に大きなものになるが，資本市場が発達している場合には，ポートフォリ

オの編成を通じてこのリスクをさらに拡散することができる。この危険の再

移転を安い費用で可能ならしめる市場が用意されているのが株式会社の特徴

のひとつである。

これらの契約はいずれも，散在する資源を結合し，危険を配分する機能を

果たしているが，その選択に情報の入手可能性が深くかかわっている以上，

当事者は，当然のこととして情報システムについていろいろな工夫をしてい

るであろう。しかし，そうした努力にもかかわらずなお情報は不完全であろ

うから，危険分担の与えるインセンティヴヘの悪影響を見越して，それに対

処する手立ても講じているに遮いない。まずインセンティヴを確保しなけれ

ば，組織に弛みが生じて，企業の効率が落ちてしまう。当事者の直面する情

況がさまざまであるとすれば，彼等は，これらの点を秤量し，そのうえで契

約を選択していると考えられる。実際にみられる契約は実に多様であるが，

それらは，合理的主体が行ったこのような秤量の産物にほかならないという

ことができる。

v 外部会計情報分析のフレームワーク

(1) 意思決定事前情報の意義

さて，このように企業という人びとの協働の組織を契約の集合として捉え

直した場合，情報システム，特に外部会計情報システムはいったいどのよう
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に理解したらよいであろうか。契約のネクサスが企業だとすれば，それを構

成する契約を分析の中軸に据え，それとの関連において外部会計情報の問題

を整理することが不可欠になってくる。そこで，さしあたっては株主，債権
(12) 

者といった資金提供者を念頭において，このコンテキストにおける外部会計

情報の役割を，ごく一般的な形で考えてみることにしょう。

まず，このエージェンシィ理論のパースペクティヴからしても，意思決定

に役立つ会計情報はやはり大切だという点は指摘しておかなければならな

い。不確実性が存在するかぎり，意思決定にあたって将来状態についての情

報を入手したり，多角化の戦略を利用して， リスクそのものを削減すること

には大きな意義がありえよう。情報の入手によって将来をヨリ確実にしうれ

ば，契約の当事者はさもなければこうむる機会損失を回避できるし，また情

報の支援によってヨリよいボートフォリオを選択できれば，それだけリスク

の負担は軽減されるに遮いない。したがって，将来予測の改善に役立つ有用

な情報を提供し，合理的意思決定を援助することは会計の重要な課題のひと

つになる。この点は， FASBが強調する通りである。

「財務報告書は，合理的な投資，与信，その他の意思決定を行うに際して，硯在

と将来の投資者，債権者，およびその他の人びとに有用な情報を提供しなければな

(12) 外部会計情報は，前節で例示したようなすべての契約をカバーしなければなら

ないことは明らかである。 FASBも次のように指摘している。

「多数の人びとが企業に対する自分達の関係と企業についての知識に基づい

て経済的意思決定を行っており，したがって財務報告書によって提供される

情報に潜在的に関心をもっている。これらの潜在的利用者の中には， 所有

者，貸手，供給者，潜在的投資者と債権者，従業員，経営者，取締役，顧客，

財務アナリストと助言者，プローカー，アンダーライクー，株式取引所，法

律家，ェコノミスト，課税当局，規制当局，立法家，経済新聞と公報機関，

労働組合，業界団体，企業研究者，教師と学生，公衆が含まれる。」 (Finan-

cial Accounting Standards Board, 1978, para. 24) 

しかし，これらの中で，「投資者と債権者， および彼等の助言者が， 財務報告

書によって提供される情報を利用する..…•明らかに一段と際立った外部集団であ

る。」 (op.cit., para. 30)とすれば，資金提供者に焦点を合わせても，おそらく

は問題がないであろう。
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らない。」 (FinancialAccounting Standards Board, 1971!, para. 34) 

しかし，ここで注意を要する点は， このような意思決定事前情報 (pre-

decision information) ないし意思決定支援情報 (decisionfacilitating 

information)は，意思決定主体がひとりの場合でも大切だということであ
(13) 

る。ロビンソン・ク；レーソーも自分で生産する財・用役を最大化するために

情報を必要としており，天侯の見通しを間遣えば，あるいは作業計画を誤

れば，情報の不足のために失敗し，さもなければえられる利益を失うであろ

う。必要な情報の入手によって不確実性を軽減しうればこのような結果は避

けられるから，予測能力の大きい情報はたしかに彼の意思決定には有益だと

いえる。しかし，問題は，このロビンソン・クルーソーの世界の議論を複数

の意思決定主体がいる情況にそのまま適用して，個々の意思決定に対する有

用性を議論するだけでよいかどうかである。

多主休情況においては，各主体の事前的確信は必ずしも一様ではないであ

ろうし，またそうであれば，同一の会計情報を提供しても，皆が同じ解釈に

達したり，同様に確信を変えたりするようなこともないであろう。情報豊か

な人 (moreinformed)と情報の少ない人 (lessinformed) とがいるとす

れば，同じ追加情報によっても解釈に差が出たり行動が遮ってきたりすると

考えても不自然ではない。事前的な情報格差が存在する場合には，それぞれ

の利害に異なった経済的影響が生じがちであるし，またそうであるから，こ

の結果を見越す主休がいろいろな情報行動に出て，複雑な相互作用を惹き起

すことも考えられる。これらの結果として，情報格差が自然に解消されるこ

ともあろうが，反対に情報移転が阻害されて，逆選抜 (adverseselection) 
(14) 

等，厄介な問題が生じてくる場合もありえよう。したがって，このような場

合には，単一主体情況の時のように，会計情報の問題を単純に取り扱うこと

はできず，それがもたらしうる影響をいろいろな角度から分析してみなけれ

(13) この用語はデムスキー・フェルサム (Demski and Feltham, 1976)によっ

た。

(14) この点に関しては，岡部 (1983b)をみられたい。
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ばならなくなってくる。

(2) 意思決定事後情報の意義

意思決定支援情報の入手やボートフォリオの編成によっていかに削減しよ

うとしても， リスクを完全に解消することは困難である。それゆえ，それを

適切に分担し合うことに重要な意味が生ずるが，利害を異にする人ぴとの間

にこの協力関係を成り立たせるには，まず事実を事実として報告する事後的

会計情報がなければならないであろう。契約の後において実硯成果を配分す

るのに役立つ情報や経営者行動をコントロールするための情報がなければ，

哭約の履行は円滑には進まず，したがって契約そのものが成立しえないおそ

れがある。合理的意思決定を支援する情報も大切であろうが，利害の調整の

ためには，一般に意思決定事後情報 (post-decisioninformation) とか意

思決定誘導情報 (decisioninfluencing information) と呼ばれている，も
(15) 

うひとつの会計情報も不可欠になってくる。

この意思決定事後情報は，会計責任，歴史的原価，内部牽制制度，会計監

査等，伝統的会計の根幹に光を投げかけるが，それらのすべてをここで取り
(16) 

上げることはできない。しかし，今後の研究方向を探るためには，二三の点

に触れておく必要があるように思える。

(i) 既に述べたように，利害が対立する人ぴとが協力関係を結ぼうとす

る時に重要なのは取引相手の信頼性であり，これが薄弱では取引は不成立に

(15) デムスキー・フェルサム (Demski and Feltam, 1976)はこの事後的情報の

価値を，次の二つに分けて分析している。 (1)ある（追加）情報が当事者の危険分

担関係を改善するかどうか。もし，危険分担を改善するなら，それは危険分散の

意味において，あるいは保険的意味において情報価値がある (insurancein-

formative)という。 (2)ある（追加）情報がインセンティヴの改善に役立つかど

うか。もし役立てば，道徳的陥穿を抑制して，エージェントとプリンシパルの利

害の不一致を縮小するのに有益である。そこで，この場合，インセンティグを改

善するうえで情報に価値がある (incentiveinformative)という。

(16) この点に関しては，岡部 (1983a)も参照してほしい。
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終わってしまう。契約不履行の可能性が大きかったり，道徳的陥穿の危険が

差し迫っていたりすれば，資金提供者の利益が脅かされ，信頼関係の基礎が

崩壊するであろう。したがって，取引に際しては，まず信頼をつなぎとめる

工夫が必要であるが，この目的には会計情報によって事実経過を報告し，資

金提供者の疑いを晴らすことが有益であると思われる。道徳的陥穿が生じう

るという条件の下では，どれだけの資源を受託し，それを何に使用したかを

詳らかにすることには少なからぬ意義がありうる。ャーミイも，経営者が自

らの正直さを立証することの意義を指摘し，これこそが会計の起源であると

述べている。

「会計の起源，いや実に書面による記録の起源は， おそらくは， 「会計」担当者

が彼の責任の下で，屈主のために受け取ったり雇主のために支払ったりした貨幣そ

の他の資産の一覧表を手渡す必要性の中に見出されるべきであろう。部下の正直さ

と信頼性をチェックする必要があったのである。」 (Yamey,1965, p. 15) 

証憑書類に基づいて取引の継続記録を行うことは，今日では，あまり重要

なこととは考えられていないようにみえる。しかし，それは信頼関係の前提

であり，たとえ会計上の利益がそれなしに測定できるとしても，そういう測

定方法によっては会計責任は果たされないとみなければならない。井尻も次

のように述べて，この重要性を指摘している。

「近代社会および近代組織は，その活動を記録し報告することを基礎とする会計

責任の複雑なネットワークに依存している。会計のこの機能は，社会や組織が適切

に機能するため不可欠のものである。したがって，会計は，企業活動とその成果の

記録と報告から出発し，会計責任の解除によって終わることになる。」（井尻，1976,

p. 49.) 

(ii) シェアクロッピング型の契約を利用して， リスクを分担し合うこと

はそれ自体重要な意味をもつが，この契約を締結するには，成果分配の基礎

となる会計情報もまた必要になるであろう。例えば「分配可能利益」を客観

的に測定して，契約が確実に履行され，紛争が起きない条件を整えておかな

ければならない。このような成果分配のインデッキスを測定する際にはいろ

いろな代替法が利用できるし，またそれを私的契約や法律で指定しようとし

ても測定値を歪めようとする大きな圧力がかかるに遮いない。したがって，
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ワット (Watts, 1977)も指摘するように，その測定方法を選択する場合に

は利害に絡むいろいろな問題が生じることが考えられ，それをどう解決する

かが外部会計の重要な課題になってくる。

(iii) 資金提供者の利害に沿うよう経営者を誘導して行くためには，経営

者の行動をモニクーして，道徳的陥穿を抑制しなければならない。この目的

には事後的行動情報を入手して，経営者の業績を正確に評価することが大切

だから，この関連においても会計情報に対する潜在需要が存在しうる。意思

決定者が統制しえたものとそうでないものとを識別し，これに基づいて業績

評価を行うことは，エージェンシィ関係による不効率を削減するうえのみな

らず，組織を活性化するうえにおいてもきわめて重要な意味をもつ。したが

って，単に危険分担を可能にする会計情報ばかりでなく，インセンティヴに

与える悪影響を防止するのに役立つ会計情報を提供することは，外部会計に

とっても重要な課題であるといえよう。

これらの意思決定事後情報は概念上においてのみ意思決定事前情報から区

別できるにすぎず，いずれであるかによって実際の会計情報が大幅に遮うわ

けでは必ずしもない。意思決定を支援するのに役立つ情報がまたコントロー

ルにも有益かもしれないし，経営者を誘導して行くための事後情報も将来予

測の手掛りを提供するかもしれない。しかし，ここで大切なのはむしろこの

概念上の区別である。外部会計情報の分析をする場合には，これらのどの機

能を取り上げるかによって議論ははなはだしく造ってくる。そこで，まず概

念上のフレームワークを明確にし，それに沿って具体的に検討を進めて行く
(17) 

作業が必要なのである。

VI結ぴ

エージェンシィ理論は人の利己心 (self-interest)をその基本的前提にし

ており，合理的「経済人」を想定する伝統論とさして遮うところはない。

(17) 既にこのフレームワークに即して債権者の会計情報需要の分析を試みているの

で，岡部 (1984a,1984b)をみてほしい。
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「古典的企業モデルを棄却するが，企業内のエージェントの側における古典

的な形の経済行動を仮定する」 (Fama,1980, p. 289)のがその特徴のひと

つだから，人間の行動モデルは従来のそれと同じといえよう。しかし，そう

であるにもかかわらず，このエージェンシィ理論によって改めて外部会計情

報を検討してみると，われわれの前に新しい展望が拡がっているのが判るで

あろう。少なくとも， 伝統的な意思決定アプローチ (decisionapproach) 

とは全く異なる視座に立っていることは明らかである。この大きな遣いはい

ったいどこからきているのであろうか。

この点に思いをめぐらすと，会計情報は「人と人の関係」の中で生産さ

れ，その中で利用されるという最も重要な点を，意思決定アプローチが見落

としていたという考えに突きあたる。会計という測定システムを情報利用者

の意思決定に結びつけ，利用者の観点から情報の在り方を分析する道を拓い
(18) 

たのはたしかに意思決定アプローチである。しかし，個々の意思決定を取り

上げてはいても，利害の対立や情報格差といった重要な論点を素通りし，た

だ平板な形で，意思決定に対する会計情報の役立ちを強調するだけに終わっ

たことも否定しえない事実である。意思決定主体間の経済的関係にまで視野

を拡げていないために，人びとの間で生ずる相互作用を捉えることができ

ず．外部会計で最も重要な事後的会計情報の役割を全く見失うような結果に

なってしまったのである。

これに対して，エージェンシィ理論は，同じく人の利己心から出発して

も．人びとの経済的協力関係に直接に目を向ける。この関係は，企業組織の

中であれ市場であれ，具体的には明示的・黙示的契約に具現するから．これ

らの契約を分析の中心に据え，そのうえで打算的行動の結果としてどういう

協力が成立しうるかを厳密に分析しようとする。したがって．このアプロー

(18) 1966年に ASOBAT(American Accounting Association, 1966)が提示した

意思決定アプローチはパラダイムを大きく転換させたが，最近ではそれに限界が

あるとする指摘も少なくない。 AmericanAccounting Association, 1977 をみ

られたい。
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チによれば，会計情報は，単なる意思決定のインプットにとどまるのではな

く，人と人の関係にかかわるものであり，その選択は人びとの協力関係に，

更には組織の効率や市場の運行成績にまでも影響を及ぽすものと考えられ

る。つまり，ここでは問題の核心は個人よりもその集まりにあり，その中に

おいて会計情報の在り方が問われているのである。もしエージェンシィ理論

がわれわれに新鮮な分析視角を提供しているとすれば，それはこの「社会的

な」ものの見方によるところが大きいと思われる。

もちろん，このように「人と人の関係」に重点をおくのであれば，本稿で

取り扱ったように二主体の情況だけを議論するのでは明らかに不十分であ

る。もっと多くの主体を取り上げ文字通りの多主体情況に移したり，多期間

の分析に拡張したりすることが必要になるであろう。そしてまた，真に社会

的レベルで会計情報の問題を扱うとすれば，私的契約の枠組みを超えて，レ

ギュレーションの問題にまで分析水準を高めて行く必要もあるであろう。し

かしながら，ここで重要なことは，たとえ一国の会計規則や法規にしても，

それらは神や独裁者の意思によってではなく，利己的動機をもつ個人やその

グループの相互作用によって決められるという点である。会計制度を選択す

るのはそれによって経済的影響を受ける人びとであり，彼等の働き掛けの結

果として社会の会計システムが出来あがるのである。したがって，その仕組

みを解明するには，まず最も基本的な二主体のケースから出発し，そのうえ

で分析結果を一般化して行く必要がある。百里の道も一歩から踏み出さなけ

ればならない。
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